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＜高知県馬路村の地場産業と田舎再生＞  

１ 馬路村の概要  人口：1109人 人口密度：6.7人/㎢ 

面積：165 ㎢、歳出：15 億、高知県の東部に位置し、安田川

水系の馬路地区と奈半利川水系の魚梁瀬地区がある。周辺市町

村とは、１千ｍ級の山々で隔てられている。９６％が山林で、

このうち７５％が国有林である。明治２２年に馬路と魚梁瀬が

合併し馬路村となる。                                     

２ 地場産業の概要 

馬路村が昭和 40 年に始めたゆず栽培は、昭和 63 年の売上１億円を境に、西武百貨店など

への売込みが成功し農協の売上は３０億円を越している。村の予算は、１５億円であり、毎年

農協より環境整備費として 5250 万円の指定寄付が実施されている。ゆずの生産が追いつかな

いほどの盛況であり、ゆず工場では地元から 70 名の雇用を創出している。村内の 70 戸の農家

がゆずに携わり、秋の収穫期には村中が香りに包まれる。農家 1戸当たり 250 万円から 300 万

円の収入となる。今後広葉樹との共生を図り、観光農園の施策を企画検討している。 

３ 行政と農協、住民との関係 

 事業を推進していく上で、農協との会議が実施されてい

る。情報の共有化をすることで、お互いに助け合いながら

地域づくりを進めていくスタイルが確立している。特別村

民の募集をして、全国選抜のチームによる田舎の大運動会

を開催。アイデアいっぱいの活動が地域の活性化となる。 

４ 林業について 

太平洋の湿った気流が四国に吹き抜けるため雨が多い地域でありヤナセスギの産地である。

村と県の木でもあり、建築材として利用したり、工芸品の製造販売も行なわれている。エコア

ス馬路では、スギの板を成型したトレーやお盆、ビジネスバックまで製造している。 
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〔感想・岡崎市への反映〕 

ゆずの村、馬路では専属のデザイナーが広報を担当している。農協のチラシやポスター、行政の企画

においても統一的なデザインが、村のイメージを高めている。豊かな自然と杉の活用、ゆずの直接販売、

村民募集の大運動会の開催などのアイデアとともに、事業を成し遂げる人材の育成があり、成功した要

因であろう。田舎の再生は何よりも頑張る思いであり、それを応援する仕掛けが必要だと学んだ。 



高知市役所にて視察説明 

森林行政の説明 
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＜森林行政について＞ 

１ 高知市の概要 人口：33万人、世帯数：14800世帯、面 

積：264 ㎢、歳出：211 億、財政力指数：0.6、高知県の中

央部、四国山脈を背景にして南は太平洋に面する。山之内一

豊の入国以来、土佐の政治文化･経済の中心として発展。幕

末・明治期には、坂本龍馬や板垣退助などの偉人を多く輩出

した。2005年1月に鏡村と土佐山村を編入した。 

２ 森林行政の概要 

 ①造林支援事業として、間伐材搬出や作業道の整備に補助②森林総合整備事業として民有林の除間伐

や作業道整備に補助③森林整備地域活動支援事業として森林施業が必要な地域への補助④協働の森づ

くり事業として作業道の開設や間伐ボランティアの支援（民間の３社が、年額５０万円を１０年間負担。

総額５００万円にて市有林５０ｈａを管理する）⑤松くい虫防除事業として防除事業への補助⑥保安林

環境保全事業⑦保安林における松くい被害木の処理や下刈り作業など機能回復と強化事業への補助⑦

振動病受診促進事業として林業労働者の福祉の向上と担い手の確保のために二次健診費用の助成 

３ 合併による森林行政への影響 

３市村（高知市、鏡村、土佐山村）の合併により新市の

面積は1.8倍。森林面積は3倍に拡大。新市の6割が山林と

なった。合併協議の中で、林業関係事業については、2村の

制度を基本とすることとして調整。森林組合は、合併と同時

に統合した。これまでは公園管理や観光施設の管理が主な業

務だったが、本格的な間伐事業が求められた。当面は、組合

への財政支援を約束したが、合併当初より支援を必要としな

い状況。林業に対しては市長の理解もあり、毎年1億円の予

算を計上して、合併協議に盛り込まれた市民の森整備事業が、三箇所選定され２０年度より着手される。

４ 現時点での課題 

①森林資源の造成と公益的機能の確保・向上に向けた間伐等森林整備②林道整備や作業道の

開設と高性能林業機械の導入③林業や木材産業の振興を図る為に県産材の活用推進④担い手

の確保と林業事業体への支援⑤森林等を侵食する竹林対策の促進 
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〔感想・岡崎市への反映〕 

食の安全とともに水の安全が問われる中で、水循環シス

テムの構築が課題となっている。水を守るには森を守り、

地域を守ることが必要であるとして、鏡川清流保全事業を

策定。高知市を流れる鏡川は、源流から海まで流れる完結

川として注目される。バイオマスエネルギーの活用と地球

温暖化防止が推進される中で、森が水を生み環境の保全に

つながることが確認され、これまでの森林行政から変化を

求められている。木材の生産・流通・販売も視野に入れた森づくり検討会が設置された。企業からの出

資により間伐を進める「協働の森事業」が提案され、多くの企業が社会貢献活動の一環として協力して

いる。今後、新たな森林経営を創出させることが重要であることが再認識された。 



高松市役所にて調査研究 
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＜市税の未収金対策について＞ 

１ 高松市の概要  人口：42万人 世帯数：172,000世帯 

面積：375㎢、歳出：1456億、財政力指数：0.79、 

讃岐平野の中央部に位置する県庁所在地の中核市。風光明

媚な自然と町のたたずまいが調和した美観都市。四国の玄

関口として栄え、国の出先機関や大企業の視点が集中する。

四国を代表する高次都市機能や都市資源の整備が進行中。

05～06年に近隣６町と合併、新高松市としてスタート。 

２ 市税納入の口座振替制度について 

（１）現状 納税者の利便性の向上と納期内納付率の向上を目的に実施。平成 11 年の加

入者は、5万6260人、加入率19.1％。平成19年の加入者は12万2200人で加入率は、29.1％。

（２）加入促進への取り組み ①広報誌、ケーブルテレビ、ホームページにて口座振替制

度の啓発。②官公庁や事業所への働きかけ③税目選択制度の導入④未加入者の納税通知書

の口座振替依頼書を綴込⑤金融機関への加入促進手数料交付制度の導入（1 件当たり 105

円）⑥新規加入者への優待制度の導入（市有公共施設の無料利用券交付）などにより、平

成２０年３月３１日現在の加入率は、３１％となる。 

３ インターネット公売 インターネット公売とは、高松市が税金などの滞納者から差し

押さえた財産を、国税徴収法などにのっとって売却する手続きの一部である。この公売で

売却された物件の買受代金は、滞納者の未納税金に当てる。 

＜目的＞新たな公売処分の一手法として、広く参加者を募り易く、高価落札が期待できる

インターネット公売を導入し、差し押さえた不動産及び動産の購買をより積極的に行なう

ことで、滞納処分を促進し、滞納繰越額の縮減を図るとともに、市民の納税意識を高める

ことを目的とする。 

４ 市税未収金の対策について ①財産差し押さえの強化②休日夜間の税窓口開庁③管

理職員による各種収入金の収納特別対策事業④県の税務職員併任徴収制度を活用した特

別滞納整理班を設置して高額･困難案件に対して滞納整理を推進⑤香川県滞納整理推進機

構への参加（県と市町村が参加して主に個人住民税が１００万円以上の滞納案件について

県の税務吏員を市町等の徴税吏員に併任することで滞納整理を推進するもの） 

５ 不納欠損処理について 

①滞納者の会社が倒産廃業②死亡により相続者がいない③国外帰国した場合等には、納

税義務を直ちに消滅させることが出来る（即時消滅）また、④滞納処分する財産がない⑤

生活困窮者や行方不明の場合では、執行停止後３年の経過または、５年の時効により市税

の納付義務を消滅させる不納欠損処分を実施。（平成１８年度不納欠損額４億６千万円）
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〔感想・岡崎市への反映〕 

 高松市では、特にインターネット公売は大きな実績を上げている。高額物件の差し押さえにより、有

効な換価手段となるが、動産の差し押さえには滞納者の自宅や会社の捜索が必要になり、その結果差し

押さえ、占有することになる。口座振替加入促進キャンペーンの無料利用券配布のアイデアには感心し

た。岡崎市では、行財政改革検討特別委員会において未収金の対策について研究調査をしている。中核

市として規模を同じくする高松市の状況を調査することで、岡崎市の市税徴収強化につなげたい。 
 


